
１　職員の任免及び職員数に関する状況

　⑴　職員の採用及び退職の状況

　⑵　部門別職員数の状況　　（令和5年4月1日現在）

１ 　職員数は一般職に属する職員数です。

２ 　【　】内は、条例定数の合計です。

　⑶　年齢別職員構成の状況

２　職員の給与の状況

　⑴　人件費の状況（一般会計決算）
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亘理地区行政事務組合人事行政の運営等の状況（令和４年度）

職員数

退職者数　(R4年4月1日～R5年3月31日)

合　計

区　分

135人

計

55歳

6人

（令和5年4月1日現在）

総　　　　務

消　　　　防

職員数

3 人

135 人

普　通勧　奨

5 人 亘理町派遣職員1名含む

【134人】

葬　　　　祭

区　分　 採用者数
（R4年4月1日） 定　年 その他

うち再任用
した人数一般職 8 人0 人0 人1 人7 人5 人

4 人

合　　　　計

127 人

摘　　　　要



　⑵　職員給与費の状況（一般会計予算）

職員数

(Ａ) 給料 職員手当 　    計 (Ｂ)

人 千円 千円 千円

137 453,533 148,318 779,020

  　（注）　 １　職員手当には退職手当を含みません。

　　　　  　 ２　給与費は当初予算に計上された額です。

　⑶　職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況

区　分 平均年齢

行政職 45.2 歳

消防職 35.2 歳

労務職 51.0 歳

　　（注）　 １　 「平均給料月額」とは、４月１日現在における各区分ごとの職員の基本給の平均額です。

　　　　　　 ２ 　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、住居手当、時間外勤務手当などの諸手
　　　　　　  　当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものです。

　⑷　職員の初任給の状況

185,200 円 185,200 円

167,100 円 -

154,600 円 154,600 円

　⑸　一般行政職及び消防職の級別職員数の状況

区　分 職員数 構成比

１級 27 人 20.1 %

２級 34 人 25.4 %

３級 38 人 28.3 %

４級 19 人 14.2 %

５級 8 人 6.0 %

６級 6 人 4.5 %

７級 2 人 1.5 %

　　（注）　 １　給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。
　　　　　　 ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

高度の知識若しくは経験を必要とする事務局長の職務又はこれと同程度の職務
消防長の職務又はこれと同程度の職務

亘理地区行政事務組合

標準的な職務内容

定型的な業務を行う職務

知識又は経験を必要とする業務を行う職務

主査の職務又はこれと同程度の職務

係長の職務又はこれと同程度の職務

事務局長、課長、課長補佐の職務又はこれと同程度の職務
副署長、分署長の職務又はこれと同程度の職務

知識若しくは経験を必要とする事務局長、課長の職務又はこれと同程度の職務
次長、消防署長の職務又はこれと同程度の職務

短　大　卒

大　学　卒

高　校　卒

（令和5年4月1日現在）

区　分

令和4年度
千円

平均給料月額

341,360 円

給　　　　与　　　　費

期末・勤勉手当

一人当たり
 給与費(Ｂ/Ａ)

324,901 円265,842 円

256,600 円

千円

177,169 5,686

平均給与月額

一般行政職

（令和5年4月1日現在）

446,269 円

国

（令和5年4月1日現在）

区　　　　　　　　分

286,000 円



　⑹　期末手当・勤勉手当の状況

　一人当たり平均支給額（令和4年度）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

　６月期 1.200 月分 1.000 月分 　６月期 1.200 月分 1.000 月分

１２月期 1.200 月分 1.000 月分 １２月期 1.200 月分 1.000 月分

計 2.40 月分 2.00 月分 計 2.40 月分 2.00 月分

　職制上の段階、職務の級等による加算措置あり。 　職制上の段階、職務の級等による加算措置あり。

　⑺　退職手当の状況

自己都合 勧奨・定年 自己都合 勧奨・定年

　勤続２０年 19.6695月分 24.586875月分 　勤続２０年 19.6695月分 24.586875月分

　勤続２５年 28.0395月分 33.27075 月分 　勤続２５年 28.0395月分 33.27075 月分

　勤続３５年 39.7575月分 47.709    月分 　勤続３５年 39.7575月分 47.709    月分

　最高限度額 47.709  月分 47.709    月分 　最高限度額 47.709  月分 47.709    月分

　　（注）  退職手当は、県内の市町村などで組織する宮城県市町村職員退職手当組合の退職手当条例により
　　 　  支給されます。

手当名 支給基準

火葬業務従事手当 １件につき

水火災・救助出動手当 １件につき

１件につき

１件につき 300 円

救命士高度処置手当 １件につき 1,000 円

１日につき 1,000 円

１日につき 1,500 円

普通車 50 円

中型車以上 100 円

300 円

葬祭場職員

消防職員

　（加算措置の状況） 　（加算措置の状況）

亘理地区行政事務組合 国

（令和5年4月1日現在）

　⑻　特殊勤務手当の状況

　支給実績（令和４年度決算）

（令和5年4月1日現在）

6,241 千円

主な支給対象職員 支給金額

　手当の種類

（令和5年4月1日現在）

300 円

国

1,223 千円

亘理地区行政事務組合

―

47,644 円

6

95.6 %

　支給職員１人当たり平均支給年額（令和４年度決算）

　職員全体に占める手当支給職員の割合（令和４年度）

機関員手当 緊急車両運転手

救急・
救急支援出動手当

救急活動従事職員 300 円

救急支援活動従事職員

救急救命士

防疫作業手当

新型コロナウイルス感染症の患
者若しくはその疑いにある者に
接して行う作業又はこれに準ず
る作業に従事した職員

新型コロナウイルス感染症の患
者又はその疑いにある者の身
体に接触して行う作業に長時間
にわたり従事した職員



　⑼　時間外勤務手当の支給状況

　⑽　その他の手当の状況

配偶者 6,500円

子 10,000円

配偶者以外 6,500円

事務局長・消防長・理事 72,700円

総務課長・次長 62,300円

消防署長・総務課長以外の課長 59,500円

副署長・分署長 49,600円

参事 46,300円

- -

３　職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

　⑴　勤務時間

　　(注)　交替勤務者を除く

　⑵　休暇

　　イ　年次有給休暇

　　ロ　病気休暇

　　ハ　介護休暇

　⑶　育児休業

平均取得日数 13.0 日

38時間45分 7時間45分 8時30分

付与日数 20 日

取得人数 0 人

649 千円12,326 千円

休憩時間
週休日

取得人数 0 人

土曜日
日曜日

13時00分

取得人数 3 人

（令和4年1月1日～令和4年12月31日）

～17時15分

１日の
勤務時間

支給職員1人
当たり平均
支給年額

（4年度決算）

（令和5年4月1日現在）

（令和5年4月1日現在）

222 千円

277 千円13,034 千円

18,280 千円

左記
最高額
130,300円

74 千円
自動車等利用　月額 2,000円～31,600円

内容及び支給単価

　　家賃 - 16,000円 = 支給額

同じ

12時00分
開始時間

①月額27,000円以下の家賃

扶養手当

住居手当

 　（家賃 - 27,000円） ÷ 2 + 11,000円

　 　= 支給額　　　　　※28,000円を限度

地域手当
（給料＋管理職手当＋扶養手当）
×地域手当の級地区分割合

208 千円

通勤手当

管理職手当

交通機関利用　月額 55,000円を限度

終了時間
勤　　　　　務　　　　　時　　　　　間１週間の

勤務時間

手当名

借家・借間に居住している職員

②月額27,000円を超える家賃

208 千円

27,116 千円

232 千円

国の制度と
異なる内容

国の制度
との異同

同じ

異なる

支給実績　（令和4年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額　（令和4年度決算）

支給実績
（4年度決算）

同じ

8,477 千円



４　職員の分限及び懲戒処分の状況

　⑴　処分事由別分限処分数

降　任 免　職 休　職 降　給 合　計

0

2 人 2 人

0 人

0 人

0 人

0 人

0 人 0 人 2 人 0 人 2 人

　⑵　処分事由別懲戒処分数

免　職 停　職 減　給 戒　告 合　計

0 人

0 人

0 人

0 人 0 人 0 人 0 人 0 人

５　職員の服務の状況

　⑴　職員の守るべき義務の概要

　　　  地方公務員法第３０条では、服務の根本基準として、「すべての職員は、全体の奉仕者として公共の利

　 　益のために勤務し、且つ、職務の遂行に当っては、全力を挙げてこれに専念しなければならない」 と規定

 　　しています。この根本基準の趣旨を具体的に実現するため、同法は、次のような服務上の強い制約を課し

　 　ています。

　　　イ　法令等及び上司の職務上の命令に従う義務（同法第３２条）

　　　ロ　信用失墜行為の禁止（同法第３３条）

　　　ハ  秘密を守る義務（同法第３４条）

　　　ニ　職務に専念する義務（同法第３５条）

　　　ホ　政治的行為の制限（同法第３６条）

　　　ヘ　争議行為等の禁止（同法第３７条）

　　 　ト　営利企業等の従事制限（同法第３８条）

合　　　　　　　　計

心身の故障の場合

職制等の改廃により過員等を生じた場合

刑事事件に関し起訴された場合

区　　　　　　　　分

職に必要な適格性を欠く場合

条例に定める事由による場合

合　　　　　　　　計

区　　　    　　分

全体の奉仕者たるにふさわしくない非行

法令違反

勤務成績が良くない場合

職務上の義務違反、又は怠慢



　⑵　職務専念義務免除の状況

承認件数

2 件

0 件

0 件

32 件

　⑶　営利企業等の従事許可の状況

申請件数 許可件数

0 件 0 件

6　職員の研修及び勤務成績の評定の状況

　⑴　研修状況

修了者数

2 人

宮城県消防学校 5 人

宮城県消防学校 7 人

1 人

2 人

2 人

宮城県市町村職員研修所 2 人

宮城県市町村職員研修所 2 人

宮城県市町村職員研修所 2 人

宮城県市町村職員研修所 2 人

宮城県市町村職員研修所 1 人

宮城県市町村職員研修所 2 人

宮城県市町村職員研修所 2 人

宮城県市町村職員研修所 1 人

宮城県市町村職員研修所 2 人

宮城県市町村職員研修所 2 人

安全運転中央研修所（茨城県） 2 人

総務省消防庁消防大学校消防大学校幹部科・警防科

緊急自動車ドライバー研修

危機管理コース

法制･広報研修会

宮城県市町村職員研修所

救急救命東京研修所

コーチングスキル講座

ＯＪＴ指導者養成研修

消防財政実務研修会
仙台国際センター

消防学校初任総合教育

消防学校幹部・専科・特別教育

救急救命士養成課程研修

条例・規則作成研修（実践）

条例・規則作成研修（基礎）

免　　　除　　の　　事　　　由

研修を受ける場合

厚生に関する計画の実施に参加する場合

運転免許更新

他の公共団体の機関、学校その他の団体等から文書による依頼
0 件

区　　　　　　　　分

営利企業等の従事の許可申請

研修先

を受けて講演、講義、審判委員等を行う場合

健康診断及び人間ドック受診に必要な時間

研　　修　　名

　（注）職員は、法律又は条例に特別の定めがある場合を除き、その勤務時間中に
      おいて、職務に専念する義務がありますが（地方公務員法第３５条）、合理
      的な理由がある場合は、限定的にその免除が認められています。

1 人

宮城県市町村職員研修所

マスメディア対応コース

一般職員研修Ⅱ

監督者研修Ⅰ

管理者研修Ⅰ

ハラスメント防止指導研修

契約事務研修

接遇研修指導者養成研修



　⑵　勤務成績の評定

７　職員の福祉及び利益の保護の状況

　⑴　共済制度

　　健康保持増進事業(健康診査など)や保養所の運営、また住宅資

　⑵　職員健康管理の状況

受診者数

106 人

　⑶　公務災害補償制度

公務災害 0 件

通勤災害 0 件

 金等の貸し付けなどを行う。

健康診断

　　職員の退職、障害、死亡の際に、年金や一時金の給付を行う。

加入団体名 事　　業　　の　　概　　要

宮城県市町村職員共済組合

　　病気・ケガ、出産、休業、災害、死亡などの際に、職員とその家族
【短期給付事業】

【長期給付事業】

【福祉事業】

　に医療や現金などの必要な給付を行う。

加入団体名 認定件数

区　　　分 内　　　　　　容

人間ドック受診者を除いた、全職員を対象として実施

地方公務員災害補償基金宮城県支部

　亘理地区行政事務組合職員人事評価実施規程に基づき実施し、その評価結果を人事異動や

人材育成などに活用しています。

　　　職員の共済制度は、地方公務員法第43条に基づいて定められた地方公務員等共済組合

　　法によって具体的に定められています。共済制度を運用し、実施する主体は宮城県市町

　　村職員共済組合です。

　昇給昇格は従来同様、勤務日数等の確認及び分限・懲戒処分者の勤務成績を確認し判断し

ました。


